
平成28年（2016） 熊本地震

熊本地震における下水道事業の復旧対応状況と課題
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資料３－２
H29.4.21



・熊本市下水道事業の概要

平成27年度末（見込）

人口： 733,638人
面積： 39,032ha

処理面積：11,456ha
処理人口 :650,542人

普及率 ：88.7％

熊本市
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平成28年（2016） 熊本地震

・平成28年4月16日1時25分発生
熊本県熊本地方
M7.3 / 震度7（熊本市震度6強）

上下水道局 ５F 計画調整課の被災状況

落ちて破損した掛け時計

・平成28年4月14日21時26分発生
熊本県熊本地方
M6.5/震度7(熊本市震度6弱)
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2016 年４月14 日21 時26 分に、熊本県熊本地方の
深さ11km でM6.5 の地震（最大震度７、①）の発生。
また、２８時間後の４月16日01 時25 分に、この地震
の震央付近の深さ12km でM7.3 の地震（最大震度７、
④）の発生。
４月30 日までに最大震度５弱以上を観測した地震
が18 回発生。

平成28年（2016年）熊本地震の評価 地震調査研究本部地震調査委員会資料より
図： 震央分布図

・地震の概要
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平成28年10月15日熊日新聞朝刊より・他の大地震との被害状況比較
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平成28年10月11日
気象庁報道発表資料より



まさか熊本で・・・・

札幌市 青森市 盛岡市 仙台市 秋田市 山形市 福島市 水戸市
宇都宮
市

前橋市
さいたま
市

千葉市

0.92％ 5.0% 4.2％ 5.8％ 7.4％ 3.6％ 6.7％ 81％ １３％ ６.９％ ５５％ ８５％

東京都 横浜市 新潟市 富山市 金沢市 福井市 甲府市 長野市 岐阜市 静岡市
名古屋
市

津市

４７％ ８１％ １３％ ５.２% ６.５％ １２％ ４８％ ５.５% ２７％ ６８％ ４５％ ６２％

大津市 京都市 大阪市 神戸市 奈良市
和歌山
市

鳥取市 松江市 岡山市 広島市 山口市 徳島市

１１％ １３％ ５５％ ４５％ ６１％ ５７％ 5.2% 2.1% ４１％ ２２％ 4.5% ７１％

高松市 松山市 高知市 福岡市 佐賀市 長崎市 熊本市 大分市 宮崎市
鹿児島
市

那覇市

６１％ ４４％ ７３％ 8.1% 8.2% 2.6% ７.６％ ５５％ ４３％ １８％ ２０％

今後３０年間に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率
（全国地震動予測地図2016年度版より（各都道府県の代表地点））

熊本で地震が発生するとは思っていなかった！！
地震確率７.６％ ４７都市中３２位

関東地方
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①災害発生

①

②

③

⑤

4月14日 21時26分 地震発生（前震）M6.5(熊本市内震度6弱)

4月16日 1時25分 地震発生（本震）M7.2(熊本市内震度6強)

熊本市職員による0次調査の実施

②災害緊急調査

4月14日～16日

4月17日～25日 大都市ルールを適用し、大都市職員と1次調査の実施

1次調査延長：2,544km → 被災想定延長：約113km

④
③災害報告

4月25日 発災後１０日以内に1次調査結果の報告

④現地調査及び設計図書作成

4月26日～5月24日 2次調査の実施

2次調査延長：113.5km → 異常あり52.3km

⑤災害査定

6月29日～7月1日 6次査定：浄化センター2件

5月26日～ 1次査定開始

7月11日～7月15日 7次査定：浄化センター 4件
公共下水道（管渠） 7件
都市下水路 1件

7月26日～7月29日 8次査定：公共下水道（管渠）10件

8月2日～8月5日 9次査定：浄化センター 1件
公共下水道（管渠）11件
公共下水道（雨水調整池）2件

9月6日～9月9日

災害復旧事業の流れ

11次査定：都市下水路 1件

合計 浄化センター（7件） 管渠（28件） 雨水施設（4件）



被害状況の把握

14日 21時26分 地震発生（前震）

15日 1時00分～0次調査
調査班員：熊本市職員12名（4班体制）
調査箇所：
・緊急輸送路および拠点病院から処理場につなぐ管路
調査延長：約100km

15日 9時00分～0次調査
調査班員：熊本市職員24名（8班体制）
調査箇所：熊本市全域
調査面積：約800ha

16日 1時25分 地震発生（本震）

16日 9時00分～0次調査
調査班員：熊本市職員12名（4班体制）
調査箇所：
・【再調査】
緊急輸送路および拠点病院から処理場につなぐ管路

調査延長：約100km
・熊本市全域

・０次調査 ・１次調査について

15日 情報連絡総括都市大阪市現地入り
現地対策本部の設置

「２１大都市災害時相互応援に関する協定」に基づき、
20政令指定都市および東京都への協力支援

本部設置（本館５F会議室）

全般的な下水道施設の被害を把握し、概算の被害額を把握
するために実施。
4月14日の地震発災後、10日以内である4月25日までに国へ
被害額を報告の必要。

19日 1次調査の開始

基地設置（別館1F・3F会議室）

【緊急輸送路内陥没】

8



「２１大都市災害時相互応援に関する協定」

大都市（東京都及び政令指定都市（２０都市））は、大都市において災害が発生し、災害を受けた
都市が独自では十分な応急措置が実施できない場合に、被災都市の要請にこたえ、災害を受け
ていない都市が友愛的精神に基づき、相互に救援協力し、被災都市の応急対策及び復旧対策
を円滑に遂行する。

下水道災害時における大都市間の連絡・連携体制に関するルール

・本ルールは、震度6弱以上の地震時に適用する。

・震度5強以下の地震またはその他災害が発生し、被災した大都市からの要請があった場合は、
本ルールを適用する。

平成8年5月制定

・情報の一元化及び被災都市の事務軽減を図るため、被災都市に応じ情報連絡総括都市を置く。

ブロック割 被災都市 情報連絡総括都市 現地支援総括都市

北海道・東北 札幌・仙台 東京都

支援都市の中から
情報連絡総括都市
が定める。

関東 さいたま・千葉・
東京・川崎・横浜・相模原

大阪市

中部 新潟・静岡・浜松・名古屋
東京都

近畿 京都・大阪・堺・神戸

中国・四国 岡山・広島
大阪市

九州 北九州・福岡・熊本

・災害時の現地支援における情報の混乱を防ぎ、支援活動の統一を図るため、現地支援総括都市の設置
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・１次調査
（別紙－２）

■平成28年熊本地震　大都市下水道支援体制

支援隊集積基地

国土交通省
熊本市（被災都市） 下水道協会

日本下水道事業団
情報連絡総括都市
　大阪市 熊本県

現地支援総括都市① 現地支援総括都市②
名古屋市 　広島市

★ 名古屋市 ★ 広島市
仙台市 札幌市
さいたま市 東京都
千葉市 川崎市
横浜市 浜松市
相模原市 京都市
新潟市　 堺市
静岡市 神戸市
大阪市 岡山市
福岡市 北九州市

c c

c c

c

調査延長

・東部処理区
調査延長

・西部処理区

・南部処理区

・城南処理区

・富合処理区

・大都市支援隊で調査する

１次調査延長 約１,６４３ｋｍ

 

情報連絡総括都市大阪市より1次調査概要説明(4月19日)
4月15日 2名

16日～17日 8名
18日 7名
19日 40名（1次調査開始）
20日 82名
21日 115名
22日 127名
23日 130名
24日 134名
25日 131名（1次調査報告）

延べ 776名

残り約901km 熊本市直営
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沼山津

富合町榎津

江津

川尻

益城町

嘉島町

布田川断層帯

・１次調査結果

出水
沖新

土河原

前震
M6.5/震度7
(熊本市震度6弱)

本震
M7.3 / 震度7
（熊本市震度6強）
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・１次調査結果

20%以上

10%以上20%未満

5%以上10%未満

被災想定割合（%）

白川砂の影響
による液状化

地震の揺れに
よる被害

埋め戻し部の陥没
塩ビ管のタルミ
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白 川 絵 図

13熊本県立図書館所蔵

阿蘇の火山灰由来のシルト質砂
が堆積（含水比高く軟弱）している
ことによる液状化が発生している。
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●管路施設の被害状況（たるみ 塩ビ管）
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●管路施設の被害状況（ヒューム管の破損・クラック等）



東部処理区（①沼山津地区）

道路陥没（砕石仮復旧）

道路陥没 道路陥没（高さ100㎜） マンホール内部（ズレ）

マンホール内部（破損）

・１次調査結果
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道路陥没 マンホール内部（滞水）

西部処理区（⑤土河原地区）富合処理区（⑦富合町榎津）

被災状況写真 マンホール内部（滞水）

・１次調査結果
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２次調査は1次調査の結果をもとに、本復旧工事を実施するか否かの判断、復旧工事の数量、
復旧工法の決定、災害査定用資料作成のために必要な情報を得るために実施。
災害査定に必要な図書は以下の３つ
①査定設計書（設計書、実施設計図、数量計算書）
②復旧方法に関する資料
③被害状況が明確にわかる資料（ﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査結果等）

日本下水道
管路管理業協会

全国上下水道
コンサルタント協会

熊本市

大都市支援本部
・情報連絡総括都市
大阪市
・現地総括都市
東京都・仙台市
・大都市

熊本市（被災都市）

情報連絡総括都市
大阪市

国土交通省
下水道協会
日本下水道事業団

熊本県

・人孔、カメラ調査 ・査定資料の作成 ・査定設計書の作成
・現場監督員

・査定調査の要否判断

■役割分担表（２次調査延長：約113km）
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２次調査について

全国上下水道コンサルタント協会と協定の締結

日本下水道管路管理業協会と協定の締結

）



２次調査について

調査延長：113,573m※1

期間 班体制 TVカメラ実施
延長(m)

目視調査(m) 支援人員（名）

4月26日 1班 220 ― 109

4月27日～30日 4班 7,480 ― 282

5月 1日～ 2日 11班 1,700 ― 62

5月 3日～10日 13班 20,800 ― 283

5月11日 19班 4,700 ― 59

5月12日～21日 23班 44,000 21,200 574

5月22日～24日 10班 7,600 2,400 77

合計 ８６，５００※2 ２３，６００※3 １，４４６

現地支援都市連絡会議写真

計 ２，２４６名

※1は、※２※３の他に、後日熊本市が行った調査箇所を含む

４月１５日～４月２５日までの支援人員数 延べ ７７６名（１次調査）
４月２６日～５月２５日までの支援人員数 延べ １，４７０名（2次調査）
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平成28年4月14日 締結
平成28年4月14日 締結

人孔、カメラ調査 カメラ調査データ整理 査定資料作成 20

２次調査について

全国上下水道コンサルタント協会日本下水道管路管理業協会



被災率 52.3km/総延長2,544km＝2.06%
21

・2次調査結果

全調査延長
113.5km

目視・管口
カメラ調査

23.7km

異常なし(目視)
20.4km

異常なし（管口カメラ）
3.3km

ﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査

89.8km

異常あり
52.3km

異常なし
37.5km

実復旧延長
29.6km

査定対象延長
47.0km

ス

ス

ス

ス

ス

ス

ス

ス

：スパン延長

布設替
28.9km

その他
0.7km

ス

２次調査について



・2次調査結果
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・2次調査結果

その他（下水道管路に起因する道路の被害状況）

被害箇所数

マンホールの隆起 74

道路陥没 513

計 587

対応件数

直営（維持補修センター等） 118

委託業者 191

土木センター（道路部局） 64

建設業協会熊本支部
（平成18年災害協定済）

199

その他（ガス・上水道等） 15

計 587道路陥没
23
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災害査定の実施状況（管渠編）

査定資料

下水道 災害復旧事業

１．査定設計書
２．査定一覧表
３．野 帳 図
４．工事路線図
５．図面
６．たるみ図
７．記録表・写真帳
８．数量計算書

査定状況写真

災害査定について



A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社

災害査定図書・実施設計業務

A社

水コン協現地対策本部業務

日本下水道管路管理業協会
（管路協）

調査結果データの提供

査定工区分割
連絡調整・技術支援

熊本市 上下水道局

調査結果提出

判定結果提出

協議・調整
（復旧方針・工区割り）

査定図書・設計協議

災害査定について

B社

水コン協現地対策本部支援実績

現地本部設置期間：4月26日～8月5日（第9次査定終了まで）
延べ派遣人数：647名（Ａ社：367名、Ｂ社：280名）

支援体制表
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～平成28年熊本地震における災害復旧事業の特例等～

発出日 文書番号 文書名 概要

H28.5.16 国水防第25号 平成28年度熊本地震による災

害復旧事業の査定の簡素化
について（通知）

・査定簡素化の対象は平成28年熊本地震とする
・1箇所工事の机上査定金額を300万円未満から5000万円
未満に引き上げる

H28.5.16 国水防第26号 平成28年度熊本地震に係る下

水道施設被害状況調査の簡
素化

・5スパンルール
・TVカメラ調査未実施箇所の写真・測量調査について

H28.5.16 国水防第27号 平成28年度熊本地震に係る公

共土木施設（下水道）災害復
旧事業における箇所の考え方

・管渠に関する工事のブロック割
・終末処理場、ポンプ施設の施設または工種ごとの箇所割

H28.5.17 事務連絡 平成28年度熊本地震に係る下

水道施設被害状況調査におけ
るTVカメラ調査を実施しないス

パンの被災状況写真の撮り方
について

・災害査定で必要とされる被災状況写真の撮り方

H28.5.17 事務連絡 地震災害に係る公共土木施設
(下水道)災害復旧事業におけ
る管路復旧の考え方

・地震災害における管路復旧判定基準
・地震災害における復旧工法基準

一般的な査定の流れ

○ 下水道管渠・処理場・ポンプ場
１．自治体からの各スパンごとの被災状況説明
２．説明を聞きながら、図面と写真（TVカメラ動画）で説明内容を確認
３．査定設計書を確認

災害査定について

査定状況写真

この内容は恒久的な取り決めとなる
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災害査定について

申請額 計 決定額 計 査定率 件数

管路（汚水） 6,807,207 6,807,207 100% 28

浄化センター・
ポンプ場

87,033 80,467 92.46% 7

雨水施設 517,320 504,549 97.53% 4

合計 7,411,560 7,392,223 99.74% 39

（千円）

復旧工法

開削工 28,880m

推進工 270m

管きょ更生工 350m

部分更生 100m

マンホール復旧工 832箇所

４．まとめ

・管路査定実施延長 約29.6km（査定率100%）

・災害査定資料作成は想定していた以上に時間を要した。

・下水道台帳システムや災害査定マニュアル等のブラッシュアップを検討



熊本地震での被災状況 下水道 （浄化センター及びポンプ場の被害）

１ 浄化センター
・場内道路 亀裂、陥没、沈下、縁石のずれ、陥没
・場内一帯 亀裂、陥没、沈下、液状化、フェンス基礎の破損
・地下管廊 亀裂及び漏水、コンクリートの割れ

□

２ 水処理施設
・汚泥掻寄機 チェーン脱落、破断、フライト損傷
・場内導水管 継手部抜け、ＦＲＰ管破損
・埋設配管 可とう管破断
・送風配管 可とう管部のずれ
・放流函渠 継手部の開き、処理水漏れ
・放流管 管の亀裂、継手部の開き、破損
・放流樋管 継手部のずれ

□

３ 汚泥処理施設
・ガスホルダ 内部構成部品の曲り、破損
・消化ガス配管 可とう管部のずれ

□

４ 中継ポンプ場 場内の沈下、陥没、圧送管の抜け及び破損
□

５ マンホールポンプ 圧送管の抜け及び破損、制御盤及び引込柱の傾き

運転を停止することなく、復旧することができた。
民間の委託業者の協力により、各地からのべ１４５人の人的支援を受けた。
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中継ポンプ場圧送管破損
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水処理施設（汚泥掻寄機）被災状況

（熊本市）最初沈殿池及び最終沈殿池汚泥掻寄機 被災状況

浄化センター 処理方式
池数 被災池数 沈殿池の構造

初沈 終沈 初沈 終沈 初沈 終沈

中部

Ａ系 標準活性汚泥法 8 6 4 6 平行流式長方形沈殿池
（チェーンフライト式汚泥掻寄機）

平行流式長方形沈殿池
（チェーンフライト式汚泥掻寄機）

Ｂ系 〃 4 4 1 1 〃 〃

東部

Ａ系 〃 6 9 5 1 放射流式方形沈殿池
（中央駆動式懸垂型汚泥掻寄機）

〃

Ｂ系 〃 8 8 8 8 平行流式長方形沈殿池
（チェーンフライト式汚泥掻寄機）

〃

南部 〃 5 5 2 1 〃 〃

西部 〃 3 3 1 0 〃 〃

城南町 ＯＤ法 － 3 － 3 ― 放射流式円形沈殿池
（中央駆動式懸垂型汚泥掻寄機）

計
34 38

21 20

（被災率％） (61.8) (52.6)
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熊本市下水道業務継続計画（ＢＣＰ）では支援隊集積基地は東部浄化センターとしていたが、局の別館へ変更

受援体制について

区役所からの要請により東部浄化センターは
支援物資の受け入れ先になった。

平成２６年３月に新庁舎が開所・業務開始したこと
により、旧庁舎別館が空室となっていた為、こちら
を支援隊集積基地とした。

①支援隊集積基地について

東部浄化センター

自衛隊による支援物資の受け入れの様子

支援物資（浄化センター施設内）

支援物資（浄化センター敷地内）

旧庁舎 別館
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東部浄化センター

熊本市上下水道局 敷地平面図

本庁舎（地上６階、地下１階）

東部浄化センター

熊本市上下水道局 旧庁舎別館

旧庁舎別館（地上３階、地下１階）

変更

熊本市下水道業務継続計画（ＢＣＰ）
に基づく支援隊集積基地

当初

②支援隊集積基地の変更概要
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支援隊の作業スペース【１次調査時：４月１７日～４月２５日】
（１）旧庁舎別館１階

調査隊作業室①：10都市
（８０㎡）

最大67名（4/24時点）
1人あたり1.94㎡

職員１人あたりの執務スペースは
最低でも６㎡程度必要（会議室、リ
フレッシュルーム等含む）
※一般社団法人ﾆｭｰｵﾌｨｽ推進協会

通常は水防対策本部室として使用

水防対策本部の様子

1次調査時の説明会について
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調査隊作業室②：10都市
（９０㎡）

最大67名（4/24時点）
1人あたり1.34㎡

支援隊の作業スペース【１次調査時：４月１７日～４月２５日】
（２）旧庁舎別館３階

職員１人あたりの執務スペースは
最低でも６㎡程度必要（会議室、リ
フレッシュルーム等含む）
※一般社団法人ﾆｭｰｵﾌｨｽ推進協会
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支援隊の作業スペース【２次調査時：４月２６日～５月２４日】
（３）旧庁舎別館１階

調査隊作業室 全20都市
（８０㎡）

最大68名（5/15時点）
1人あたり1.17㎡

職員１人あたりの執務スペース
は最低でも６㎡程度必要（会議室、
リフレッシュルーム等含む）※とさ
れているが、左図の様に狭小なス
ペースで作業をおこなった。

※一般社団法人ﾆｭｰｵﾌｨｽ推進協会
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調査隊支援本部室（２３㎡）

打合せ室（３１㎡）

水コン協作業室（３０㎡）

管路協作業室
（９０㎡）

最大30名程度
1人あたり3㎡程度

最大17名
1人あたり1.76㎡

査定資料作成

カメラ調査データ整理

支援隊の作業スペース【２次調査時：４月２６日～５月２４日】
（４）旧庁舎別館３階

職員１人あたりの執務スペースは
最低でも６㎡程度必要（会議室、リ
フレッシュルーム等含む）※とされ
ているが、左図の様に狭小なス
ペースで作業をおこなった。

※一般社団法人ﾆｭｰｵﾌｨｽ推進協会
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支援者の宿泊地について

・今後、災害時の宿泊地や旅行会社との協定締結についても視野に入れる。

・支援に行く場合は、テント・寝袋一式を持参することについても視野に入れる。

宿泊所の手配

支援基地

大津町

山鹿市

菊池市

出典：google Map

基地が変更になった影響で、支援都市は外部に宿泊せざるを
得なくなった。 久留米市

約75km

約３０km

約２５km

約１９km

・基地となる局から近くを選定しようとしたが、営業している宿
泊所はほとんどが報道機関や警察関係、企業が押さえてあっ
た。また多くの宿泊所は点検のため営業を休止していた。

・担当職員５名は手配の電話に半日以上費やしたが、局近隣
の宿泊所は見つからず、 大津町・菊池市・山鹿市、遠くは福
岡県久留米市など、遠隔地の温泉宿を予約した。

支援都市は各自で宿泊場所を探さなければならなくなったが、
どうしても確保できなかった都市から、熊本市に相談があった。
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ICT環境について

東部浄化センターから旧庁舎へ作業スペースを変更したこ
とから、本市のネットワークへのアクセスは可能となった
ものの、セキュリティ上の制限があり、管路協、水コン協
の業務に一部支障をきたした。

BCPのなかで、ネットワーク環境のことについてもあら
かじめ想定しておく必要がある。別途、情報処理部門にお

いてICT‐BCPを策定しておくことが望ましい。

43

本市においては、LINE株式会社と包括連携協定を締結。

（H29.4.12）

○ 地域防災への活用に関すること

○ 地域振興への活用に関すること

○ 市政情報の発信・収集での活用に関すること

○ その他情報の活用に関すること



お客様駐車場（42台）

支援者の車両について

狭い道を調査する車両が不足

下水道調査用に軽自動車のレンタカーを
１２台手配した。

また、支援者から持ち込んでいただく車両
においても、カーナビの設置が望ましい。

上下水道局が借りた県庁駐車場

駐車場の確保

局の駐車場は応急給水車や水を
もらいに来る市民で一杯であり、
駐車スペースが無かった。

隣にある県庁の芝生を駐車場とし
て借りた。

（約４０台収容）

４月１７日 熊本市上下水道局駐車場内
での応急給水の様子

４月１６日 熊本市上下水道局駐車場内
での応急給水の様子

公用車駐車場

熊本市上下水道局 敷地平面図

旧庁舎別館

本庁舎
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支援者の生活環境について

・本震の４日後の４月２０日には、熊本県の大手コンビニの約９７％の店舗が開店した。

（一時営業含む）※４月２０日産経新聞調べ

・水道は本震後、１週間程度で復旧した。

水道復旧後、徐々に飲食店や弁当屋の営業が始まり、２次調査開始頃には外食ができた。

（支援都市の方には熊本ラーメンが好評だった。）

・飲食店等が再開するまでの間は、カップラーメン、レトルトご飯、ペットボトルの飲料等の支援物資で

しのいだ。

食環境

宿泊地から支援隊集積基地の通勤

震災発生後の相当な期間、昼夜問わず渋滞が発生する為、遠方地に宿泊せざるを得なかった支援者の

負担が大きかった。

通常１時間で到着するような距離でも２時間半かかるなど、２～３倍程度の時間を要することもあった。

発災後は慢性的な渋滞が続いた 45
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費用の清算について

応援都市（東京都＋19指定都市）の下水道会計

被災都市（熊本市）の下水道会計

応援都市（東京都＋19指定都市）の一般会計

災害復旧
支援

繰出金

支援に要した費
用は一般会計が
全額繰出し

国（総務省）

支援に要した費
用の８割を特別
交付税で措置

※ 留意点

熊本市が実経費2割を応援都市に支払った場合に、交付税措置の一部返還が発生

例） 実経費 1000万円 ⇒総務省より応援都市へ交付税措置800万円（実経費80％）

熊本市が応援都市不足額20％支払った場合に交付税措置対象額変更が発生 800万円×80%=640万円

交付税措置の一部返還160万円（800万円-640万円）が発生

２１大都市災害時相互応援に関する協定
第４条（応援経費の負担）
応援に要した経費は、原則として応援を要請する都市の負担とする。

熊本市支援においては、限定的に特別交付税措置にて対応した。

交付税措置のスキーム



まとめ

支援隊集積基地について

東部浄化センターから旧庁舎別館に変更せざるを得なくなり、宿泊所や駐車場の確保
など、想定していなかったサポートを行わなければならなくなった。

しかし、上下水道局庁舎とのアクセス、ＰＣネット環境など作業環境を考えると、旧庁舎
別館を基地とした方がベターな選択だった。

また、東部浄化センターの宿泊可能人数は７５人であり、いずれにせよ今回の支援人員
数から全く足りておらず、基地の場所の変更も含めた「熊本市下水道業務継続計画～～
熊本市下水道ＢＣＰ～～」の見直しを行う必要がある。
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●マンホールトイレの活用状況

設置箇所 使用基数 使用期間

白川中学校 5 ～5/6

西原中学校 5 ～5/20

京陵中学校 5 ～5/6

下益城城南中学校 5 ～4/22

熊本市内のマンホールトイレ使用基数

○発災直後にマンホールトイレの使用を
開始できた（下益城城南中学校）

○貴重な洋式トイレとして快適に使用でき
た（白川中学校）

〇お年寄りや女性に使い易い。夜間の照
明の確保や風雨対策が必要（西原中
学校）

熊本地震での利用者の声

【平成２８年熊本地震時の白川中学校におけるマンホールトイレの設置状況】
※平成２８年４月１７日撮影

マンホールトイレ設置状況 プールから排水管内の洗浄水を取水 洗浄水を上流マンホールから投入

水の確保が重要。本市においては、学校のプール近くに設置している。



・その他施設の被災状況

路面液状化

橋梁との路面段差 支承の破損 49



護岸の崩壊

調整池の損壊

・その他施設の被災状況
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遊具施設・休憩施設の倒壊（熊本市動植物園内）

体育館天井一部落下（熊本市総合体育館）

・その他施設の被災状況
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熊本城関連（全体復旧費用 約６００億円）・その他施設の被災状況

52



アーケード倒壊

建物倒壊

・その他施設の被災状況
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ご清聴ありがとうございました。
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